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1. 平成30年3月期第2四半期（中間期）の連結業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期中間期 11,055 △0.3 2,859 16.4 2,068 18.1

29年3月期中間期 11,099 5.1 2,455 11.1 1,750 18.9

（注）包括利益 30年3月期中間期　　1,709百万円 （―％） 29年3月期中間期　　36百万円 （―％）

1株当たり中間純利益
潜在株式調整後1株当たり中間純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期中間期 218.33 216.70

29年3月期中間期 176.42 175.27

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、１株当
たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益を算定しております。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期中間期 1,486,463 82,328 5.5

29年3月期 1,447,470 80,835 5.5

（参考）自己資本 30年3月期中間期 81,839百万円 29年3月期 80,317百万円

（注）「自己資本比率」は（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00

30年3月期 ― 2.50

30年3月期（予想） ― 25.00 ―

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、平成30年３月期（予想）の１株当たり期末配当金については、当該
株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」として記載しております。

　株式併合を考慮しない場合の平成30年３月期（予想）の１株当たり期末配当金は２円50銭となり、１株当たりの年間配当金は５円となります。

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,330 △6.7 3,030 △4.4 319.86

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、平成30年３月期の通期の連結業績予想における１株当たり当期純
利益については、当該株式併合の影響を考慮しております。



※ 注記事項

(1) 当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期中間期 9,671,400 株 29年3月期 9,671,400 株

② 期末自己株式数 30年3月期中間期 183,655 株 29年3月期 216,692 株

③ 期中平均株式数（中間期） 30年3月期中間期 9,472,764 株 29年3月期中間期 9,923,108 株

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、
期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。

（個別業績の概要）

1. 平成30年3月期第2四半期（中間期）の個別業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 個別経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期中間期 10,875 △0.4 2,810 15.9 2,049 18.1

29年3月期中間期 10,925 5.1 2,422 11.0 1,734 19.1

1株当たり中間純利益
円 銭

30年3月期中間期 216.31

29年3月期中間期 174.78

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、前事業年度の期首に当該株式併合を実施したと仮定し、１株当たり
中間純利益を算定しております。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期中間期 1,485,236 81,978 5.5

29年3月期 1,446,261 80,620 5.5

（参考）自己資本 30年3月期中間期 81,860百万円 29年3月期 80,457百万円

（注）「自己資本比率」は（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 平成30年 3月期の個別業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,280 △6.8 3,000 △4.5 316.69

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、平成30年３月期の通期の業績予想における１株当たり当期純利益
については、当該株式併合の影響を考慮しております。

※中間決算短信は中間監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

１．当行は、特定事業会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第17条の15第２項に規定する事業を行う会社）に該当するため、第２四半期会計期間につ
いては、中間連結財務諸表および中間財務諸表を作成しております。

２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
その達成を当行として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項
は、添付資料Ｐ．２「１．当中間期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

（中間決算補足説明資料の入手方法）

中間決算補足説明資料は第２四半期（中間期）決算短信に添付しております。
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１．当中間期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済を顧みますと、個人消費が緩やかな持ち直しを続けたほか、アジア向

けを中心に輸出が堅調に推移し生産が持ち直しを続けるなど、緩やかな回復基調が続きました。 

 当行グループの主たる営業基盤である新潟県の経済につきましては、個人消費は弱めに推移したものの、輸出の

増加を背景に生産が緩やかに増加するなど、緩やかな回復が続きました。 

 このような経済状況のもとで、当行グループの当中間連結会計期間の連結経営成績につきましては、経常収益

は、その他経常収益が増加したものの、貸出金利息の減少などから資金運用収益が減少したことや、その他業務収

益が減少したことなどにより、前年同期比44百万円減少の110億55百万円となりました。経常費用は、営業経費が

増加したものの、預金利息の減少などから資金調達費用が減少したことや、その他業務費用が減少したことなどに

より、前年同期比４億48百万円減少の81億95百万円となりました。 

 以上の結果、経常利益は、前年同期比４億４百万円増加の28億59百万円となりました。 

 親会社株主に帰属する中間純利益につきましては、前年同期比３億18百万円増加の20億68百万円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

 当中間連結会計期間末における連結財政状態につきましては、総資産は１兆4,864億63百万円（前年度末比389億

93百万円増加）、純資産は823億28百万円（前年度末比14億93百万円増加）となりました。主要科目につきまして

は、貸出金は１兆52億63百万円（前年度末比153億21百万円増加）、有価証券は3,456億98百万円（前年度末比82億

89百万円減少）、預金等（預金＋譲渡性預金）は１兆3,476億77百万円（前年度末比271億35百万円増加）となりま

した。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成30年３月期通期の業績予想（単体・連結）につきましては、平成29年10月27日の公表数値から変更はありま

せん。 
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当中間連結会計期間 
(平成29年９月30日) 

資産の部    

現金預け金 79,035 108,983 

商品有価証券 476 13 

金銭の信託 3,000 3,000 

有価証券 353,987 345,698 

貸出金 989,942 1,005,263 

外国為替 2,360 1,983 

その他資産 6,182 7,135 

有形固定資産 14,873 15,640 

無形固定資産 841 785 

繰延税金資産 70 61 

支払承諾見返 2,244 2,783 

貸倒引当金 △5,544 △4,883 

資産の部合計 1,447,470 1,486,463 

負債の部    

預金 1,271,463 1,289,922 

譲渡性預金 49,077 57,754 

コールマネー及び売渡手形 785 845 

借用金 20,100 35,176 

外国為替 0 － 

社債 3,000 3,000 

その他負債 13,276 8,366 

賞与引当金 639 633 

役員賞与引当金 22 17 

退職給付に係る負債 1,118 705 

睡眠預金払戻損失引当金 167 162 

偶発損失引当金 181 143 

利息返還損失引当金 10 6 

繰延税金負債 2,818 2,889 

再評価に係る繰延税金負債 1,727 1,727 

支払承諾 2,244 2,783 

負債の部合計 1,366,634 1,404,135 

純資産の部    

資本金 10,000 10,000 

資本剰余金 8,208 8,208 

利益剰余金 46,663 48,477 

自己株式 △549 △466 

株主資本合計 64,321 66,219 

その他有価証券評価差額金 13,884 13,407 

土地再評価差額金 2,556 2,556 

退職給付に係る調整累計額 △444 △344 

その他の包括利益累計額合計 15,995 15,619 

新株予約権 163 118 

非支配株主持分 354 370 

純資産の部合計 80,835 82,328 

負債及び純資産の部合計 1,447,470 1,486,463 
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

経常収益 11,099 11,055 

資金運用収益 8,381 8,102 

（うち貸出金利息） 6,358 6,072 

（うち有価証券利息配当金） 1,987 1,990 

役務取引等収益 1,162 1,232 

その他業務収益 1,119 768 

その他経常収益 435 952 

経常費用 8,643 8,195 

資金調達費用 357 283 

（うち預金利息） 284 252 

役務取引等費用 879 911 

その他業務費用 531 35 

営業経費 6,540 6,709 

その他経常費用 334 255 

経常利益 2,455 2,859 

特別損失 9 57 

固定資産処分損 9 57 

税金等調整前中間純利益 2,446 2,801 

法人税、住民税及び事業税 491 479 

法人税等調整額 195 237 

法人税等合計 686 716 

中間純利益 1,760 2,085 

非支配株主に帰属する中間純利益 9 17 

親会社株主に帰属する中間純利益 1,750 2,068 
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（中間連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

中間純利益 1,760 2,085 

その他の包括利益 △1,724 △376 

その他有価証券評価差額金 △1,828 △476 

退職給付に係る調整額 104 100 

中間包括利益 36 1,709 

（内訳）    

親会社株主に係る中間包括利益 26 1,692 

非支配株主に係る中間包括利益 9 17 
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 10,000 8,208 44,752 △211 62,749 

会計方針の変更による累積
的影響額     65   65 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 10,000 8,208 44,817 △211 62,814 

当中間期変動額           

剰余金の配当     △248   △248 

親会社株主に帰属する中間
純利益     1,750   1,750 

自己株式の取得       △0 △0 

自己株式の処分   △1   8 6 

自己株式処分差損の振替   1 △1   － 

土地再評価差額金の取崩     10   10 

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）           

当中間期変動額合計 － － 1,511 7 1,519 

当中間期末残高 10,000 8,208 46,329 △204 64,333 

 

               

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

土地再評価 
差額金 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括 
利益累計額 

合計 

当期首残高 16,647 2,566 △602 18,611 120 345 81,827 

会計方針の変更による累積
的影響額             65 

会計方針の変更を反映した当
期首残高 

16,647 2,566 △602 18,611 120 345 81,892 

当中間期変動額               

剰余金の配当             △248 

親会社株主に帰属する中間
純利益             1,750 

自己株式の取得             △0 

自己株式の処分             6 

自己株式処分差損の振替             － 

土地再評価差額金の取崩   △10   △10     － 

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額） 

△1,828   104 △1,724 18 8 △1,697 

当中間期変動額合計 △1,828 △10 104 △1,734 18 8 △188 

当中間期末残高 14,818 2,556 △497 16,876 139 354 81,704 
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当中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 10,000 8,208 46,663 △549 64,321 

当中間期変動額           

剰余金の配当     △236   △236 

親会社株主に帰属する中間
純利益     2,068   2,068 

自己株式の取得       △0 △0 

自己株式の処分   △17   84 66 

自己株式処分差損の振替   17 △17   － 

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額）           

当中間期変動額合計 － － 1,813 83 1,897 

当中間期末残高 10,000 8,208 48,477 △466 66,219 

 

               

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

土地再評価 
差額金 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括 
利益累計額 

合計 

当期首残高 13,884 2,556 △444 15,995 163 354 80,835 

当中間期変動額               

剰余金の配当             △236 

親会社株主に帰属する中間
純利益             2,068 

自己株式の取得             △0 

自己株式の処分             66 

自己株式処分差損の振替             － 

株主資本以外の項目の当中
間期変動額（純額） △476   100 △376 △44 15 △404 

当中間期変動額合計 △476 － 100 △376 △44 15 1,493 

当中間期末残高 13,407 2,556 △344 15,619 118 370 82,328 
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

  該当事項はありません。 

 

（当中間期における重要な子会社の異動）

  該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

  該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

  該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

 当行は、平成29年８月22日開催の取締役会において、平成24年11月６日に発行した第２回期限前償還条項付無担

保社債（劣後特約付）について期限前償還する旨を決議し、平成29年11月６日に全額期限前償還いたしました。 

１ 繰上償還した銘柄 

  株式会社大光銀行第２回期限前償還条項付無担保社債（劣後特約付） 

２ 繰上償還額 

  3,000百万円 

３ 繰上償還金額 

  額面100円につき金100円 

４ 繰上償還日 

  平成29年11月６日 

５ 償還資金の調達方法 

  全額自己資金により償還いたしました。 
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３．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当中間会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

現金預け金 79,035 108,983 

商品有価証券 476 13 

金銭の信託 3,000 3,000 

有価証券 353,775 345,475 

貸出金 990,119 1,005,506 

外国為替 2,360 1,983 

その他資産 4,921 5,813 

その他の資産 4,921 5,813 

有形固定資産 14,873 15,640 

無形固定資産 836 780 

支払承諾見返 2,244 2,783 

貸倒引当金 △5,380 △4,744 

資産の部合計 1,446,261 1,485,236 

負債の部    

預金 1,271,463 1,289,923 

譲渡性預金 49,077 57,754 

コールマネー 785 845 

借用金 20,100 35,176 

外国為替 0 － 

社債 3,000 3,000 

その他負債 12,773 7,876 

未払法人税等 555 388 

リース債務 366 367 

資産除去債務 119 110 

その他の負債 11,732 7,009 

賞与引当金 635 630 

役員賞与引当金 22 17 

退職給付引当金 455 186 

睡眠預金払戻損失引当金 167 162 

偶発損失引当金 181 143 

繰延税金負債 3,003 3,030 

再評価に係る繰延税金負債 1,727 1,727 

支払承諾 2,244 2,783 

負債の部合計 1,365,641 1,403,257 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当中間会計期間 

(平成29年９月30日) 

純資産の部    

資本金 10,000 10,000 

資本剰余金 8,208 8,208 

資本準備金 8,208 8,208 

利益剰余金 46,358 48,153 

利益準備金 1,791 1,791 

その他利益剰余金 44,567 46,362 

固定資産圧縮積立金 7 7 

別途積立金 21,000 21,000 

繰越利益剰余金 23,559 25,355 

自己株式 △549 △466 

株主資本合計 64,017 65,896 

その他有価証券評価差額金 13,884 13,407 

土地再評価差額金 2,556 2,556 

評価・換算差額等合計 16,440 15,963 

新株予約権 163 118 

純資産の部合計 80,620 81,978 

負債及び純資産の部合計 1,446,261 1,485,236 
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（２）中間損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前中間会計期間 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

経常収益 10,925 10,875 

資金運用収益 8,367 8,088 

（うち貸出金利息） 6,344 6,058 

（うち有価証券利息配当金） 1,987 1,990 

役務取引等収益 1,072 1,137 

その他業務収益 1,074 721 

その他経常収益 411 928 

経常費用 8,502 8,065 

資金調達費用 357 283 

（うち預金利息） 284 252 

役務取引等費用 807 839 

その他業務費用 531 35 

営業経費 6,482 6,652 

その他経常費用 323 255 

経常利益 2,422 2,810 

特別損失 9 57 

税引前中間純利益 2,413 2,752 

法人税、住民税及び事業税 482 475 

法人税等調整額 196 227 

法人税等合計 679 703 

中間純利益 1,734 2,049 
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

                    (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

  

資本 
準備金 

その他資
本剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計   

固定資
産圧縮
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 9 21,000 21,675 44,475 △211 62,472 

会計方針の変更による累
積的影響額               65 65   65 

会計方針の変更を反映した
当期首残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 9 21,000 21,740 44,540 △211 62,537 

当中間期変動額                       

剰余金の配当               △248 △248   △248 

固定資産圧縮積立金の取
崩           △0   0 －   － 

中間純利益               1,734 1,734   1,734 

自己株式の取得                   △0 △0 

自己株式の処分     △1 △1           8 6 

自己株式処分差損の振替     1 1       △1 △1   － 

土地再評価差額金の取崩               10 10   10 

株主資本以外の項目の当
中間期変動額（純額）                       

当中間期変動額合計 － － － － － △0 － 1,496 1,495 7 1,503 

当中間期末残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 8 21,000 23,236 46,036 △204 64,040 

 

           

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 16,647 2,566 19,214 120 81,807 

会計方針の変更による累
積的影響額         65 

会計方針の変更を反映した
当期首残高 

16,647 2,566 19,214 120 81,872 

当中間期変動額           

剰余金の配当         △248 

固定資産圧縮積立金の取
崩         － 

中間純利益         1,734 

自己株式の取得         △0 

自己株式の処分         6 

自己株式処分差損の振替         － 

土地再評価差額金の取崩   △10 △10   － 

株主資本以外の項目の当
中間期変動額（純額） 

△1,828   △1,828 18 △1,810 

当中間期変動額合計 △1,828 △10 △1,839 18 △317 

当中間期末残高 14,818 2,556 17,374 139 81,554 
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当中間会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

                    (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

  

資本 
準備金 

その他資
本剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計   

固定資
産圧縮
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 7 21,000 23,559 46,358 △549 64,017 

当中間期変動額                       

剰余金の配当               △236 △236   △236 

固定資産圧縮積立金の取
崩           △0   0 －   － 

中間純利益               2,049 2,049   2,049 

自己株式の取得                   △0 △0 

自己株式の処分     △17 △17           84 66 

自己株式処分差損の振替     17 17       △17 △17   － 

株主資本以外の項目の当
中間期変動額（純額）                       

当中間期変動額合計 － － － － － △0 － 1,795 1,794 83 1,878 

当中間期末残高 10,000 8,208 － 8,208 1,791 7 21,000 25,355 48,153 △466 65,896 

 

           

  評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計 

当期首残高 13,884 2,556 16,440 163 80,620 

当中間期変動額           

剰余金の配当         △236 

固定資産圧縮積立金の取
崩         － 

中間純利益         2,049 

自己株式の取得         △0 

自己株式の処分         66 

自己株式処分差損の振替         － 

株主資本以外の項目の当
中間期変動額（純額） 

△476   △476 △44 △520 

当中間期変動額合計 △476 － △476 △44 1,357 

当中間期末残高 13,407 2,556 15,963 118 81,978 

 

㈱大光銀行（8537）平成30年３月期 第２四半期（中間期）決算短信

－13－



 

 

平成29年度 

 

第２四半期決算（中間決算）説明資料 

 

株式会社 大 光 銀 行 

 

㈱大光銀行（8537）平成30年３月期 第２四半期（中間期）決算短信



【目    次】 

 

Ⅰ．平成29年度第２四半期決算（中間決算）の概況      

１．損益状況 単 …………………………………………………… (1) 

  連 …………………………………………………… (2) 

２．業務純益 単 …………………………………………………… (3) 

３．主要勘定残高 － …………………………………………………… (3) 

(1）末残 単 …………………………………………………… (3) 

(2）平残 単 …………………………………………………… (3) 

４．利鞘 － …………………………………………………… (4) 

(1）全店分 単 …………………………………………………… (4) 

(2）国内業務部門分 単 …………………………………………………… (4) 

５．ＲＯＥ 単 …………………………………………………… (5) 

６．有価証券関係損益 単 …………………………………………………… (5) 

７．自己資本比率（国内基準） 単・連 …………………………………………………… (6) 

Ⅱ．貸出金等の状況      

１．金融再生法開示債権 単 …………………………………………………… (7) 

２．金融再生法開示債権の保全状況 単 …………………………………………………… (7) 

３．リスク管理債権の状況 単・連 …………………………………………………… (8) 

４．償却・引当基準と引当状況 単 …………………………………………………… (9) 

５．貸倒引当金等の状況 単・連 …………………………………………………… (9) 

６．自己査定の状況 単 …………………………………………………… (10) 

７．自己査定・保全の状況と開示債権 単 …………………………………………………… (10) 

８．業種別貸出状況等 － …………………………………………………… (11) 

(1）業種別貸出金 単 …………………………………………………… (11) 

(2）業種別リスク管理債権 単 …………………………………………………… (11) 

(3）消費者ローン残高 単 …………………………………………………… (12) 

(4）中小企業等貸出比率 単 …………………………………………………… (12) 

９．預金等、貸出金の残高 － …………………………………………………… (13) 

(1）末残 単 …………………………………………………… (13) 

(2）平残 単 …………………………………………………… (13) 

10．預り資産（末残）の状況 単 …………………………………………………… (13) 

Ⅲ．有価証券の評価損益      

１．有価証券の評価基準 単・連 …………………………………………………… (14) 

２．評価損益 単・連 …………………………………………………… (14) 

Ⅳ．平成30年３月期業績予想      

１．単体 単 …………………………………………………… (15) 

２．連結 連 …………………………………………………… (15) 

 

（注）１．表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

２．「平成29年度第２四半期決算（中間決算）の概況」以下の28年９月期比、28年９月末比、29年３月

末比欄等の計数は、表上の数値による計算結果を表示しております。 

 

㈱大光銀行（8537）平成30年３月期 第２四半期（中間期）決算短信



Ⅰ．平成29年度第２四半期決算（中間決算）の概況
１．損益状況

●コア業務純益は、役務取引等利益が増加したものの、資金利益が減少したことや経費が増加したことなどにより、

前年同期比４億91百万円減少の16億19百万円となりました。

●業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は、前年同期比２億５百万円減少の23億20百万円となりました。

●経常利益は、実質与信関係費用のマイナス幅が拡大したことや、株式等関係損益が増加したことなどにより、前年

同期比３億88百万円増加の28億10百万円となりました。

●中間純利益は、前年同期比３億15百万円増加の20億49百万円となりました。

【単体】 （単位：百万円）

29年９月期 28年９月期
28年９月期比

業務粗利益
（コア業務粗利益）

8,790
（8,089） 

△28
（△314）

8,818 
（8,403） 

国内業務粗利益 8,622 △58 8,680

資金利益 7,651 △228 7,879 

役務取引等利益 296 33 263 

その他業務利益
（うち国債等債券関係損益）

673
（700） 

135
（286）

538 
（414） 

国際業務粗利益 168 31 137 

資金利益 153 22 131 

役務取引等利益 2 1 1 

その他業務利益
（うち国債等債券関係損益）

12
（－） 

8
（－）

4 
（－） 

経費（除く臨時処理分） 6,469 177 6,292 

人件費 3,524 △15 3,539 

物件費 2,468 84 2,384 

税金 477 110 367 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 2,320 △205 2,525 

コア業務純益 1,619 △491 2,110 

①一般貸倒引当金繰入額 － － － 

業務純益 2,320 △205 2,525 

うち国債等債券関係損益 700 286 414 

臨時損益 489 591 △102

②不良債権処理額 120 △121 241 

貸出金償却 120 △68 188 

個別貸倒引当金繰入額 － － － 

偶発損失引当金繰入額 － △53 53 

債権等売却損 0 △0 0 

（貸倒償却引当費用①＋②） 120 △121 241 

株式等関係損益 71 43 28 

③貸倒引当金戻入益 516 361 155 

④偶発損失引当金戻入益 19 19 － 

⑤償却債権取立益 142 10 132 

その他臨時損益 △139 38 △177

経常利益 2,810 388 2,422 

特別損益 △57 △48 △9

固定資産処分損 57 48 9 

税引前中間純利益 2,752 339 2,413 

法人税、住民税及び事業税 475 △7 482 

法人税等調整額 227 31 196 

法人税等合計 703 24 679 

中間純利益 2,049 315 1,734 

(参考)実質与信関係費用(①＋②－③－④－⑤) △557 △511 △46

（注）１．コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券関係損益
２．コア業務純益＝業務純益－国債等債券関係損益＋一般貸倒引当金繰入額
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【連結】

＜連結損益計算書ベース＞

 

●親会社株主に帰属する中間純利益は、単体の業績を主因として前年同期比３億18百万円増加の20億68百万円となり

ました。
 
  （単位：百万円）
 

  29年９月期
 

28年９月期
28年９月期比

連結粗利益 8,873 △21 8,894 

 

資金利益 7,819 △205 8,024 

役務取引等利益 320 37 283 

その他業務利益 733 146 587 

営業経費 6,709 169 6,540 

①貸倒償却引当費用 120 △124 244 

 

貸出金償却 120 △70 190 

個別貸倒引当金繰入額 － － － 

一般貸倒引当金繰入額 － － － 

偶発損失引当金繰入額 － △53 53 

債権等売却損 0 △0 0 

株式等関係損益 71 43 28 

②貸倒引当金戻入益 520 356 164 

③偶発損失引当金戻入益 19 19 － 

④償却債権取立益 142 9 133 

持分法による投資損益 12 △2 14 

その他経常損益 49 46 3 

経常利益 2,859 404 2,455 

特別損益 △57 △48 △9 

税金等調整前中間純利益 2,801 355 2,446 

法人税、住民税及び事業税 479 △12 491 

法人税等調整額 237 42 195 

法人税等合計 716 30 686 

中間純利益 2,085 325 1,760 

非支配株主に帰属する中間純利益 17 8 9 

親会社株主に帰属する中間純利益 2,068 318 1,750 

（参考）実質与信関係費用(①－②－③－④) △561 △508 △53 

（注） 連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（その他業務収益－

その他業務費用）

 

（参考） （単位：百万円）
 
連結業務純益 2,346 △199 2,545 

（注） 連結業務純益＝単体業務純益＋子会社業務純益（勘定修正）－内部取引

 

（連結対象会社数） （社）
 
連結子会社数 1 － 1

持分法適用会社数 1 － 1
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２．業務純益【単体】 （単位：百万円）

 

  29年９月期
 

28年９月期
28年９月期比

(1）業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 2,320 △205 2,525 

  職員一人当たり（千円） 2,707 △225 2,932 

(2）コア業務純益 1,619 △491 2,110 

  職員一人当たり（千円） 1,890 △561 2,451 

(3）業務純益 2,320 △205 2,525 

  職員一人当たり（千円） 2,707 △225 2,932 

（注）１．コア業務純益＝業務純益－国債等債券関係損益＋一般貸倒引当金繰入額

２．職員数は、期中平均人員（出向者を除く）で計算しております。

 

３．主要勘定残高【単体】

(1）末残 （単位：百万円）
 

  29年９月末
 

28年９月末
28年９月末比

資金運用勘定残高 1,359,331 △15,249 1,374,580 

 

うち貸出金 1,005,506 27,795 977,711 

うち有価証券 345,475 △39,480 384,955 

うちコールローン － － － 

資金調達勘定残高 1,383,753 35,195 1,348,558 

 

うち預金 1,289,923 20,631 1,269,292 

うち譲渡性預金 57,754 1,569 56,185 

うち借用金 35,176 16,056 19,120 

うち社債 3,000 － 3,000 

うちコールマネー 845 △65 910 

 

(2）平残 （単位：百万円）
 

  29年９月期
 

28年９月期
28年９月期比

資金運用勘定残高 1,332,295 △3,960 1,336,255 

 

うち貸出金 972,670 22,830 949,840 

うち有価証券 331,825 △40,605 372,430 

うちコールローン 17,076 12,284 4,792 

資金調達勘定残高 1,343,807 30,803 1,313,004 

 

うち預金 1,264,543 28,290 1,236,253 

うち譲渡性預金 49,366 △6,125 55,491 

うち借用金 29,005 11,699 17,306 

うち社債 3,000 － 3,000 

うちコールマネー 839 △63 902 
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４．利鞘【単体】

(1）全店分 （単位：％）
 

  29年９月期
 

28年９月期
28年９月期比

資金運用利回   （Ａ） 1.21 △0.03 1.24 

 
貸出金利回  （Ｂ） 1.24 △0.09 1.33 

有価証券利回 1.19 0.13 1.06 

資金調達利回   （Ｃ） 0.04 △0.01 0.05 

 
預金等利回 0.03 △0.01 0.04 

外部負債利回 0.04 △0.46 0.50 

預金等原価    （Ｄ） 1.00 △0.01 1.01 

資金調達原価   （Ｅ） 1.00 △0.01 1.01 

資金運用調達利回差（Ａ）－（Ｃ） 1.16 △0.03 1.19 

預貸金利鞘    （Ｂ）－（Ｄ） 0.24 △0.08 0.32 

総資金利鞘    （Ａ）－（Ｅ） 0.20 △0.03 0.23 

 

(2）国内業務部門分 （単位：％）
 

  29年９月期
 

28年９月期
28年９月期比

資金運用利回   （Ａ） 1.18 △0.05 1.23 

 
貸出金利回  （Ｂ） 1.24 △0.09 1.33 

有価証券利回 1.17 0.13 1.04 

資金調達利回   （Ｃ） 0.04 △0.01 0.05 

 
預金等利回 0.03 △0.01 0.04 

外部負債利回 － △0.46 0.46 

預金等原価    （Ｄ） 0.99 △0.01 1.00 

資金調達原価   （Ｅ） 0.99 △0.01 1.00 

資金運用調達利回差（Ａ）－（Ｃ） 1.14 △0.03 1.17 

預貸金利鞘    （Ｂ）－（Ｄ） 0.24 △0.08 0.32 

総資金利鞘    （Ａ）－（Ｅ） 0.19 △0.03 0.22 
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５．ＲＯＥ【単体】 （単位：％）

 

  29年９月期
 

28年９月期
28年９月期比

コア業務純益ベース 3.98 △1.18 5.16 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前）ベース 5.70 △0.47 6.17 

業務純益ベース 5.70 △0.47 6.17 

経常利益ベース 6.90 0.98 5.92 

中間純利益ベース 5.03 0.79 4.24 

（注） 分母となる自己資本平均残高は、｛（期首純資産－期首新株予約権）＋（期末純資産－期末新株予約権）｝÷

２で算出しております。

 

６．有価証券関係損益【単体】 （単位：百万円）
 

  29年９月期
 

28年９月期
28年９月期比

国債等債券関係損益（５勘定尻） 700 286 414 

 

売却益 708 △229 937 

償還益 － － － 

売却損 8 △514 522 

償還損 － － － 

償却 － － － 

 

株式等関係損益（３勘定尻） 71 43 28 

 

売却益 150 121 29 

売却損 78 78 － 

償却 0 △0 0 
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７．自己資本比率（国内基準）

 自己資本比率（国内基準）は、銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行が保有する資産等に照らし自己資本の充実

の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）に基づき算出しております。

●平成29年９月末の自己資本比率（国内基準）［速報値］は、単体・連結ともに9.65％となりました。いずれも規制

値（４％）を大きく上回り、十分な水準を維持しております。 

 

【単体】 （単位：百万円）
 

 
［速報値］ 
29年９月末 

   
29年３月末 28年９月末 

29年３月末比 28年９月末比 

(1）自己資本比率(2)／(3) 9.65％ △0.04％ △0.92％ 9.69％ 10.57％ 

(2）自己資本 ①－② 70,604 1,577 △2,586 69,027 73,190 

 
コア資本に係る基礎項目 ① 70,929 1,553 △2,496 69,376 73,425 

コア資本に係る調整項目 ② 325 △23 91 348 234 

(3）リスク・アセット 731,156 18,965 38,962 712,191 692,194 

(4）総所要自己資本額 (3)×4％ 29,246 759 1,559 28,487 27,687 

 

【連結】 （単位：百万円）
 

 
［速報値］ 
29年９月末 

   
29年３月末 28年９月末 

29年３月末比 28年９月末比 

(1）自己資本比率(2)／(3) 9.65％ △0.02％ △0.91％ 9.67％ 10.56％ 

(2）自己資本 ①－② 70,790 1,642 △2,574 69,148 73,364 

 
コア資本に係る基礎項目 ① 71,117 1,618 △2,482 69,499 73,599 

コア資本に係る調整項目 ② 327 △23 92 350 235 

(3）リスク・アセット 733,445 18,880 38,898 714,565 694,547 

(4）総所要自己資本額 (3)×4％ 29,337 755 1,556 28,582 27,781 
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Ⅱ．貸出金等の状況 

 

・未収利息不計上基準

 自己査定で「破綻先」「実質破綻先」及び「破綻懸念先」に分類した債務者は、未収利息をすべて収益不計上として

開示しております。

 

１．金融再生法開示債権

【単体】 （単位：百万円）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

金

融

再

生

法

開

示

債

権

破産更生債権及びこれらに準

ずる債権
5,024 △345 △646 5,369 5,670 

 
破綻先債権 695 △8 △62 703 757 

実質破綻先債権 4,328 △337 △585 4,665 4,913 

危険債権 18,061 △1,756 △2,009 19,817 20,070 

要管理債権 886 △320 △155 1,206 1,041 

小計（Ａ） 23,972 △2,421 △2,810 26,393 26,782 

正常債権 988,836 18,694 30,469 970,142 958,367 

債権額合計 1,012,809 16,274 27,659 996,535 985,150 

 
  （単位：％）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

債

権

残

高

構

成

比

破産更生債権及びこれらに準

ずる債権
0.50 △0.04 △0.08 0.54 0.58 

 
破綻先債権 0.07 △0.00 △0.01 0.07 0.08 

実質破綻先債権 0.43 △0.04 △0.07 0.47 0.50 

危険債権 1.78 △0.21 △0.26 1.99 2.04 

要管理債権 0.09 △0.03 △0.02 0.12 0.11 

小計 2.37 △0.28 △0.35 2.65 2.72 

正常債権 97.63 0.28 0.35 97.35 97.28 

債権額合計 100.00 － － 100.00 100.00 

 

２．金融再生法開示債権の保全状況

【単体】 （単位：百万円）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

保全額 （Ｂ） 20,056 △1,949 △2,473 22,005 22,529 

 
貸倒引当金 3,126 △433 △537 3,559 3,663 

担保保証等 16,929 △1,517 △1,937 18,446 18,866 

 
  （単位：％）
 

保全率（Ｂ）／（Ａ） 83.66 0.29 △0.46 83.37 84.12 
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３．リスク管理債権の状況

【単体】 （単位：百万円）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

リ

ス

ク

管

理

債

権

破綻先債権額 692 △9 △59 701 751 

延滞債権額 22,294 △2,092 △2,575 24,386 24,869 

３カ月以上延滞債権額 54 54 54 － － 

貸出条件緩和債権額 832 △374 △209 1,206 1,041 

合計 23,873 △2,421 △2,789 26,294 26,662 

（部分直接償却額） （4,157） （△295） （△569） （4,452） （4,726）

貸出金残高（末残） 1,005,506 15,387 27,795 990,119 977,711 

 
          （単位：％）
 

貸

出

金

残

高

比

破綻先債権額 0.07 △0.00 △0.01 0.07 0.08 

延滞債権額 2.22 △0.24 △0.32 2.46 2.54 

３カ月以上延滞債権額 0.00 0.00 0.00 － － 

貸出条件緩和債権額 0.08 △0.04 △0.03 0.12 0.11 

合計 2.37 △0.29 △0.36 2.66 2.73 

 

【連結】 （単位：百万円）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

リ

ス

ク

管

理

債

権

破綻先債権額 704 △9 △59 713 763 

延滞債権額 22,294 △2,094 △2,579 24,388 24,873 

３カ月以上延滞債権額 54 54 54 0 0 

貸出条件緩和債権額 832 △374 △209 1,206 1,041 

合計 23,887 △2,422 △2,791 26,309 26,678 

（部分直接償却額） （4,157） （△295） （△569） （4,452） （4,726） 

貸出金残高（末残） 1,005,263 15,321 27,742 989,942 977,521 

 
          （単位：％）
 

貸

出

金

残

高

比

破綻先債権額 0.07 △0.00 △0.01 0.07 0.08 

延滞債権額 2.22 △0.24 △0.32 2.46 2.54 

３カ月以上延滞債権額 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00 

貸出条件緩和債権額 0.08 △0.04 △0.03 0.12 0.11 

合計 2.38 △0.28 △0.35 2.66 2.73 
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４．償却・引当基準と引当状況【単体】 

自己査定債務者区分 金融再生法区分 償却・引当方針

破綻先 破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権
担保・保証等により保全のない部分に対し100％を償却・引当

実質破綻先

破綻懸念先 危険債権

担保・保証等により保全のない部分に対し、過去の貸倒実績率に

基づき、今後３年間の予想損失額を引当。また、与信額が一定額

以上の大口債務者のうち、合理的にキャッシュ・フローを見積も

ることができる債務者に対する債権についてはDCF法により引当

要注意先

要管理先 要管理債権

担保・保証等により保全のない部分に対し、過去の貸倒実績率に

基づき、今後３年間の予想損失額を引当。また、与信額が一定額

以上の大口債務者のうち、合理的にキャッシュ・フローを見積も

ることができる債務者に対する債権についてはDCF法により引当

その他の要注

意先 正常債権

一般先 貸倒実績率に基づき、今後１年間の予想損失額を引当

DDS先

市場価格のない株式の評価方法に準じた方法や当該債務者に対す

る金銭債権全体について、優先・劣後の関係を考慮せずに算定さ

れた予想損失率を用いる方法等により算出した予想損失額を引当

正常先   貸倒実績率に基づき、今後１年間の予想損失額を引当

 

５．貸倒引当金等の状況

【単体】 （単位：百万円）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

貸倒引当金 4,744 △636 △1,076 5,380 5,820 

 
一般貸倒引当金 1,702 △280 △649 1,982 2,351 

個別貸倒引当金 3,041 △357 △428 3,398 3,469 

 

【連結】 （単位：百万円）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

貸倒引当金 4,883 △661 △1,087 5,544 5,970 

 
一般貸倒引当金 1,774 △293 △657 2,067 2,431 

個別貸倒引当金 3,109 △367 △429 3,476 3,538 
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６．自己査定の状況【単体】 （単位：百万円）

 

債務者区分
分類状況

債権残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

破綻先 695
429 

（190） 
265

－

（30）

－

（208）

実質破綻先 4,328
2,785

（1,561）
1,542

－

（443）

－

（780）

破綻懸念先 18,061
11,154

（9,608）
3,369

3,537

（5,083）
───

要

注

意

先

要管理先 971 39 932 ─── ───

その他の要注意先 106,373 39,213 67,160 ─── ───

正常先 882,378 882,378 ─── ─── ───

合計 1,012,809 936,001 73,269 3,537 －

（注）１．（ ）内は引当前の分類金額

２．部分直接償却額 4,157百万円処理後の計数

 

７．自己査定・保全の状況と開示債権【単体】 （単位：百万円）
 

自己査定と保全の状況 金融再生法開示債権 リスク管理債権

債務者区分 残高 保全額 引当金 保全率 区分 残高 区分 残高

破綻先 695 456 239 100％ 
破産更生等債権 5,024 

破綻先債権 692

実質破綻先 4,328 3,104 1,224 100％ 
延滞債権 22,294

破綻懸念先 18,061 12,977 1,546 80.41％ 危険債権 18,061 

要

注

意

先

 

（うち要

管理債

権）

(886) (391) (116) (57.32％) 要管理債権 886 

３カ月以上

延滞債権
54

貸出条件緩

和債権
832

要管理先 971 437 126 58.01％ 
小計 23,972

  合計 23,873

    

正常債権 988,836 

   

その他の要

注意先
106,373          

正常先 882,378          

合計 1,012,809       合計 1,012,809    
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８．業種別貸出状況等

(1）業種別貸出金【単体】 （単位：百万円）
 

業種 29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

国内店分（除く特別国際金融取引

勘定）
1,005,506 15,387 27,795 990,119 977,711 

  製造業 76,573 468 23 76,105 76,550 

  農業，林業 7,148 367 866 6,781 6,282 

  漁業 735 △134 △195 869 930 

  鉱業，採石業，砂利採取業 2,187 406 182 1,781 2,005 

  建設業 52,767 △418 253 53,185 52,514 

  電気・ガス・熱供給・水道業 3,896 1,115 1,055 2,781 2,841 

  情報通信業 3,443 130 254 3,313 3,189 

  運輸業，郵便業 18,999 △741 △304 19,740 19,303 

  卸売業，小売業 69,022 △692 △4,546 69,714 73,568 

  金融業，保険業 94,438 4,204 12,544 90,234 81,894 

  不動産業，物品賃貸業 146,452 4,186 12,531 142,266 133,921 

  サービス業等 94,284 △982 △1,324 95,266 95,608 

  地方公共団体 129,805 4,395 1,111 125,410 128,694 

  その他 305,752 3,084 5,347 302,668 300,405 

 

(2）業種別リスク管理債権【単体】 （単位：百万円）
 

業種 29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

国内店分（除く特別国際金融取引

勘定）
23,873 △2,421 △2,789 26,294 26,662 

  製造業 3,738 △90 58 3,828 3,680 

  農業，林業 109 △4 △43 113 152 

  漁業 － △0 △0 0 0 

  鉱業，採石業，砂利採取業 245 2 △6 243 251 

  建設業 3,974 △142 △124 4,116 4,098 

  電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － 

  情報通信業 34 △23 △32 57 66 

  運輸業，郵便業 495 △26 △52 521 547 

  卸売業，小売業 2,959 △201 △349 3,160 3,308 

  金融業，保険業 1 △4 △4 5 5 

  不動産業，物品賃貸業 1,620 △1,088 △946 2,708 2,566 

  サービス業等 5,289 △737 △1,158 6,026 6,447 

  地方公共団体 － － － － － 

  その他 5,404 △107 △133 5,511 5,537 
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(3）消費者ローン残高【単体】 （単位：百万円）

 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

消費者ローン残高 285,576 3,930 7,822 281,646 277,754 

 
うち 住宅ローン残高 265,708 3,365 6,709 262,343 258,999 

うち その他ローン残高 19,867 565 1,112 19,302 18,755 

 

(4）中小企業等貸出比率【単体】 （単位：％）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

中小企業等貸出比率 76.43 0.11 △0.28 76.32 76.71 
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９．預金等、貸出金の残高【単体】 

●預金等（預金＋譲渡性預金）の残高は、新潟県内を中心に前年同期末比222億１百万円増加し、１兆3,476億78百万

円となりました。

●貸出金の残高は、事業者向け貸出金及び消費者ローンの増加などにより前年同期末比277億95百万円増加し、１兆55

億６百万円となりました。

 

(1）末残 （単位：百万円）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

預金等（預金＋譲渡性預金） 1,347,678 27,137 22,201 1,320,541 1,325,477 

  うち新潟県内 1,201,525 32,487 20,631 1,169,038 1,180,894 

貸出金 1,005,506 15,387 27,795 990,119 977,711 

  うち新潟県内 684,458 3,375 △4,003 681,083 688,461 

 

(2）平残 （単位：百万円）
 

  29年９月期
   

29年３月期 28年９月期
29年３月期比 28年９月期比

預金等（預金＋譲渡性預金） 1,313,910 20,111 22,166 1,293,799 1,291,744 

  うち新潟県内 1,174,608 14,982 16,679 1,159,626 1,157,929 

貸出金 972,670 15,226 22,830 957,444 949,840 

  うち新潟県内 660,158 △8,811 △7,906 668,969 668,064 

 

10．預り資産（末残）の状況【単体】

●預り資産の残高は、投資信託や保険が順調に増加した結果、全体では前年同期末比54億14百万円増加し、1,271億72

百万円となりました。

 

  （単位：百万円）
 

  29年９月末
   

29年３月末 28年９月末
29年３月末比 28年９月末比

預り資産 127,172 3,268 5,414 123,904 121,758 

 

投資信託 40,789 1,397 2,824 39,392 37,965 

公共債 17,612 △1,326 △4,347 18,938 21,959 

保険 68,770 3,197 6,937 65,573 61,833 
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Ⅲ．有価証券の評価損益 

●有価証券全体の評価損益は、単体・連結ともに190億71百万円の評価益となりました。

 

１．有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的有価証券 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの 時価法（評価差額を全部純資産直入法処理）

時価を把握することが極め

て困難と認められるもの
原価法

子会社株式及び関連会社株式 原価法

（注） 単体・連結ともに同一の基準であります。

 

２．評価損益

【単体】 （単位：百万円）
 

 
29年９月末
評価損益

    29年３月末
評価損益

28年９月末
評価損益29年３月末比 28年９月末比

  満期保有目的 △13 △1 △414 △12 401 

  その他有価証券 19,084 △677 △2,040 19,761 21,124 

    株式 6,659 507 1,478 6,152 5,181 

    債券 5,414 △1,155 △4,042 6,569 9,456 

    その他 7,011 △28 525 7,039 6,486 

合計 19,071 △678 △2,454 19,749 21,525 

  株式 6,659 507 1,478 6,152 5,181 

  債券 5,401 △1,156 △4,040 6,557 9,441 

  その他 7,011 △28 109 7,039 6,902 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）貸借対照表と取得価

額（又は償却原価）との差額を計上しております。

２．「その他有価証券」の評価については（中間）決算日の市場価格等に基づいております。

３．平成29年９月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、13,407百万円であります。

 

【連結】 （単位：百万円）
 

 
29年９月末
評価損益

    29年３月末
評価損益

28年９月末
評価損益29年３月末比 28年９月末比

  満期保有目的 △13 △1 △414 △12 401 

  その他有価証券 19,084 △677 △2,040 19,761 21,124 

    株式 6,659 507 1,478 6,152 5,181 

    債券 5,414 △1,155 △4,042 6,569 9,456 

    その他 7,011 △28 525 7,039 6,486 

合計 19,071 △678 △2,454 19,749 21,525 

  株式 6,659 507 1,478 6,152 5,181 

  債券 5,401 △1,156 △4,040 6,557 9,441 

  その他 7,011 △28 109 7,039 6,902 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）連結貸借対照表と取

得価額（又は償却原価）との差額を計上しております。

２．「その他有価証券」の評価については（中間）連結決算日の市場価格等に基づいております。

３．平成29年９月末における「その他有価証券」に係る評価差額金は、13,407百万円であります。
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Ⅳ．平成30年３月期業績予想 

●平成30年３月期の業績予想（単体・連結）につきましては、平成29年10月27日公表の予想に変更ありません。

 

１．単体 （単位：百万円）
 

  30年３月期予想
 

29年３月期実績
29年３月期比

経常利益 4,280 △316 4,596 

当期純利益 3,000 △142 3,142 

 

２．連結 （単位：百万円）
 

  30年３月期予想
 

29年３月期実績
29年３月期比

経常利益 4,330 △311 4,641 

親会社株主に帰属する当期純利益 3,030 △140 3,170 

 

（注）上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって

予想値と異なる結果となる可能性があります。
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